
平成25年度 平成26年度 平成27年度 増減率

15,048 20,522 25,258 23.1%

A,B 農・林・漁業 (01～04) 0 8 9 12.5%

C 鉱業，採石業，砂利採取業 (05) 34 43 31 -27.9%

D 建    設    業 (06～08) 1,994 2,951 3,605 22.2%

E 製    造    業 (09～32) 2,442 3,296 3,763 14.2%

F 電気・ガス・熱供給・水道業 (33～36) 290 538 443 -17.7%

G 情報通信業 (37～41) 212 265 454 71.3%

H 運輸業，郵便業 (42～49) 1,300 1,869 2,616 40.0%

I 卸売業，小売業 (50～61) 2,197 3,296 4,145 25.8%

J 金融業，保険業 (62～67) 61 63 46 -27.0%

K 不動産業，物品賃貸業 (68～70) 365 331 328 -0.9%

L 学術研究，専門・技術サービス業 (71～74) 322 558 604 8.2%

M 宿泊業，飲食サービス業 (75～77) 1,702 2,017 2,457 21.8%

N 生活関連サービス業，娯楽業 (78～80) 1,568 1,617 1,869 15.6%

O 教育，学習支援業 (81,82) 0 1 53 5200.0%

P 医療，福祉 (83～85) 1,212 1,605 1,629 1.5%

Q 複合サービス事業 (86,87) 13 141 275 95.0%

R サービス業(他に分類されないもの) (88～96) 1,328 1,920 2,921 52.1%

S,T 公務，その他 (97～99) 8 3 10 233.3%
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産業別求人受理状況

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成27年度 高卒求人受理状況（6月末現在）

「建設業」「製造業」「卸売・小売業」で上位３位を占め、３つの産業の求人数が11,513人と全体の約
半分を占めている。
※Ｒサービス業（他に分類されないもの）には警備業・建物サービス業が含まれる。

資料 ２



求人数

25年度 26年度 27年度 増減率

　　　 合　　　　　　計 15,048 20,522 25,258 23.1%

　　　　２９人以下 4,257 5,843 7,130 22.0%

　　　　３０～９９人 3,259 4,776 6,266 31.2%

　　　１００～２９９人 2,931 3,557 4,533 27.4%

　　　３００～４９９人 965 1,173 1,688 43.9%

　　　５００～９９９人 834 965 918 -4.9%

　　　１，０００人以上 2,802 4,208 4,723 12.2%
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規模別求人受理状況

25年度 26年度 27年度
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規模別求人数の割合

２９人以下 ３０～９９人 １００～２９９人

３００～４９９人 ５００～９９９人 １，０００人以上

求人数25,258人のうち、企業規模
「100人未満」の事業所の求人で
13,396人と5割以上を占めている。
一方で、「1,000人以上」の事業所
の求人で4,723人と約２割を占め
ている。


